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１　基本情報

No. 15

継続 款 3 項 1 目 3

5

年度） 年度～継続） 令和５年度～ 年度）

２　事業の概要・実施内容

(対象数： ）

）

３　事業費・財源内訳

４　事業の成果・評価

KPI

評価

B

評価

B

評価

B

評価

C

評価

C

事業実施手法

事業実施上の課題
・残された課題

公共施設やイベント等での就労支援施設の販路拡大支援や市民や市職員に向けてのあいサポート運動は進
んでいるが、更なる障がい者の就労支援を推進するには市内企業に対してのアプローチが必要。

今後の取組方針 現状維持 障がい者の就労定着を図るために、企業や障がい者等のニーズ把握を丁寧に行う必要が
ある。

判断理由

目標値と実績値の差
分についての理由

「めざす状態」実現に
寄与したこと（事業の成果）

いこふく出張所をはじめとした就労支援施設による授産品販路拡大支援を継続して実施。市ＨＰ等で周知す
ることで令和6年度は前年度を上回る職場体験実習の実施、販売支援促進に努めた。

14工事請負費

多様な主体との協創
（市民等への意見把握
・民間活力等の活用）

デジタル・データ活用
（デジタルの活用
・EBPM）

0

実績値

評価した根拠・理由
目的思考
（施策目標への寄与）

その他
一般財源

コスト意識
（費用対効果・財源確保）

目標値

行革評価（行政改革大綱に基づく評価）

市債

指標１ 指標２
指標名（単位）

2,990

総合評価

評価した根拠・理由

就労支援施設の販路拡大支援や市民等に向けてのあいサポート運動の推進は一定の成果がでた。
今後は関係機関等とのマッチングの機会を創出し、障がい者就労の推進を図る。

評価した根拠・理由

費用対効果の高い事業実施を心掛けた。

市HPを活用した周知啓発を行った。

就労支援施設へのPRやイベント出展の協力要請を実施した。

一定の周知や市民への認知を得ることができた。

評価した根拠・理由

評価した根拠・理由

2,990

0 0 2,990
特定財源

18負担金補助及び交付金

その他
財源（千円）

12委託料

施策体系

根拠法令等

事業費（千円） 0 0 0 2,990

R５決算 R６予算現額 R６決算（見込）

事業概要
（全体計画）

決算年度の
主な取組

R７予算

自治事務

事業目的・
事業実施効果

企業等に雇用される障がい者が働きやすい職場環境を促進できる。

障がい者がその適正と能力に応じて、可能な限り就労できるよう、企業等への障がいに関する理解啓発や企業や障
がい者のニーズを把握し、マッチングの機会を創出することで、障がい者就労の推進を図る。

事業の対象障がい者雇用に関心のある市内企業、就労を希望する障がい者

事業期間

当初計画

企業向けあいサポート運動の推進や職場体験受け
入れに向けた事業者との協議
いこふく出張所をはじめとする公共施設やイベント
等での就労支援施設の販路拡大支援

取組実績
企業向けあいサポート運動については、複数の企業に打診。
職場体験受け入れ状況（生駒市役所）
　・受け入れ課……７課16ヶ所
　・体験者……10名
就労支援施設の販路拡大支援
　・いこふく出張所……51回（5事業所）
　・福祉ショップ（庁外）……5出店場所で開催（3事業所支援）
　・イベント出店……4回（延べ9事業所支援）
庁内に優先調達の活用の呼びかけ

令和６年度アクションプラン事業評価シート

関 係 課

事業名

事業区分

担 当 課障がい福祉課

高齢者支援・障がい者支援 戦略的施策 行政改革大綱 （１）（４）

就労支援の推進（企業等への働きかけ）

会計区分 予算費目一般会計

事務区分

単年度( 単年度繰返( 複数年度(

直接実施 委託・指定管理 負担金・補助金 その他（
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１　基本情報

No. 3

新規 款 3 項 1 目 1

6

年度） 年度～継続） 令和５ 年度～ 令和６ 年度）

２　事業の概要・実施内容

(対象数： ）

）

３　事業費・財源内訳

４　事業の成果・評価

KPI

評価

A

評価

A

評価

A

評価

D

評価

A

事業実施手法

事業実施上の課題
・残された課題

今後も地域共生社会の実践の普及を進め、市民、事業者、専門職等と、地域共生社会の実現に向けた認識の
共有を図る必要がある。

今後の取組方針
他市で開催のため

判断理由

目標値と実績値の差
分についての理由

ー

「めざす状態」実現に
寄与したこと（事業の成果）

基調講演、パネルディスカッション等を通じて、地域共生社会の実現に向けた意識の醸成を図り、これからの
地域共生社会について考える機会とした。

14工事請負費 0

多様な主体との協創
（市民等への意見把握
・民間活力等の活用）

デジタル・データ活用
（デジタルの活用

・EBPM）

2,250

８０％以上

実績値

評価した根拠・理由
目的思考

（施策目標への寄与）

アンケート結果満足度（よかった）

その他 0 16,300 15,825
一般財源

コスト意識
（費用対効果・財源確保）

目標値

93%

行革評価（行政改革大綱に基づく評価）

市債 0 0 0

指標１ 指標２
指標名（単位）

2382,250 8,172

総合評価

評価した根拠・理由

基調講演、パネルディスカッションだけでなく、市内の地域共生の取組視察等、市内の関係者と連
携してサミットを運営し、参加者、関係者にとって満足のいくサミットとなった。

評価した根拠・理由

市、事業者、市民団体等で連携してサミットを運営したため、費用を削減できた。

サミット参加申込をオンライン申込としたが、その他デジタルを活用した取組を実施できなかった。

分野を横断した４２団体のサミット実行委員とともにサミットを運営した。

アンケート結果から、地域共生社会の実現に向けた意識の醸成を図ることができたと考えられる。

評価した根拠・理由

評価した根拠・理由

0 0

24,472 16,063 0
特定財源 0 0 0

18負担金補助及び交付金 364 24,070 15,895
その他 1,092 402 168

財源（千円）

12委託料

施 策 体 系

根 拠 法 令 等

事業費（千円） 2,250 24,472 16,063 0

R５決算 R６予算現額 R６決算（見込）

事 業 概 要
（ 全 体 計 画 ）

決算年度の
主な取組

R７予算

自治事務

事 業 目 的 ・
事業実施効果

サミットを開催することで、行政・市民・事業者・専門職のそれぞれの立場からできることを考える機会を創出し、「地
域共生社会」の実現に向けた実践の普及を進める。

サミットでは、好事例の発信や有識者による講演等を通じて、「支える側」「支えられる側」という関係や分野を超えて
多様な人がつながり支え合う「地域共生社会」について理解を深める。

事 業 の 対 象 行政職員、生駒市民、事業者、専門職 1800

事 業 期 間

794 0 0

当初計画

・地域共生社会推進全国サミットinいこまの準備・開
催
・プロジェクトチーム会議の開催
・実行委員会の開催

実行委員会補助金　24,000千円
地域共生政策自治体連携機構負担金等　70千円
その他（旅費、消耗品）　402千円

取組実績

・地域共生社会推進全国サミットinいこまの準備・開催
・プロジェクトチーム会議の開催
・実行委員会の開催

実行委員会補助金　15,825千円
地域共生政策自治体連携機構負担金等　70千円
その他（旅費、消耗品）　168千円

令和６年度アクションプラン　事業評価シート

関 係 課 障がい福祉課等

事 業 名

事 業 区 分

担 当 課 地域共生社会推進課

地域福祉 戦 略 的 施 策 行政改革大綱 （１）（４）

地域共生社会推進全国サミットinいこま

会 計 区 分 予 算 費 目一般会計

社会福祉法 事 務 区 分

単年度( 単年度繰返( 複数年度(

直接実施 委託・指定管理 負担金・補助金 その他（
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